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税務訴訟資料 第２６０号－６（順号１１３６２） 

高知地方裁判所　平成●●年（○○）第●●号 通知処分取消請求事件 

国側当事者・国（南国税務署長） 

平成２２年１月２２日却下・棄却・控訴 

 

判 決 

原告          甲 

同           乙 

原告ら訴訟代理人弁護士 関戸 一考 

同           田中 宏幸 

同           佐々木 章 

同           石飛 優子 

原告ら補佐人税理士   小谷 眞由美 

被告          国 

同代表者法務大臣    千葉 景子 

被告指定代理人     髙橋 和貴 

同           山本 順昭 

同           長濱 裕行 

同           播磨 憲 

同           溝内 孝芳 

同           真鍋 留美 

同           石原 万有理 

同           多田 歳男 

同           松澤 悟 

同           浪越 吉則 

同           中野 明子 

同           河野 康 

処分行政庁       南国税務署長 

            岩﨑 順三 

 

主 文 

１ 本件訴えのうち、原告甲の平成９年分の贈与税について取得した財産の価額を零円にすべき旨の

更正処分及び原告乙の平成９年分の所得税について株式等譲渡所得の金額を零円にすべき旨の更

正処分の義務付けを求める訴えをいずれも却下する。 

２ その余の訴えに係る原告らの請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 
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１ 処分行政庁が、原告甲に対し、同人の平成９年分の贈与税の更正の請求について平成１９年９

月２０日付けでした更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

２ 処分行政庁は、原告甲の平成９年分の贈与税について、取得した財産の価額を零円にすべき旨

の更正をせよ。 

３ 処分行政庁が、原告乙に対し、同人の平成９年分の所得税の更正の請求について平成１９年９

月２０日付けでした更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

４ 処分行政庁は、原告乙の平成９年分の所得税について、株式等譲渡所得の金額を零円にすべき

旨の更正をせよ。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、原告乙（以下「原告乙」という。）の平成９年度の所得税の申告及び原告甲（以下「原

告甲」という。）に対する平成９年度の贈与税の決定処分等に係る課税標準等の基礎となった原

告乙と原告甲との間の出資口の売買契約が、錯誤により無効であることが判決によって確認され

たことを理由に、原告らがそれぞれ国税通則法（以下「通則法」という。）２３条２項１号に基

づく減額更正の請求をしたところ、処分行政庁が更正をすべき理由がない旨の通知処分をしたた

め、原告らがこれらの通知処分は違法であると主張してその取消しを求めるとともに、上記売買

契約が無効であることを前提とした原告らの主張額に基づく減額更正の義務付けを求めている

事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに各項末尾に掲記する証拠及び弁論の全趣旨により

容易に認められる事実） 

(1) 当事者等 

ア 有限会社Ａ（以下「Ａ」という。）は、機械の製造及び加工を目的とし、原告乙とその夫

である丙が昭和３９年４月７日に設立した有限会社であり、昭和５４年１月１２日から両名

の子である丁（以下「丁」という。）が、代表取締役を務めていた（乙１、２）。 

イ 原告甲は、丁の子で、原告乙の孫である（乙１、２）。 

ウ 平成９年２月１７日におけるＡへの出資１口の額面金額は１０００円、総出資口数は５０

００口、資本の総額は５００万円であり、その社員及び出資口数は、次の(ア)ないし(カ)の

とおりであった（乙１、２）。 

(ア) 丁 １８７５口 

(イ) 原告乙 １１２５口 

(ウ) 戊（原告甲の伯父） ７５０口 

(エ) Ｂ（原告甲の伯父） ７５０口 

(オ) Ｃ（原告甲の伯母） ２５０口 

(カ) Ｄ（原告甲の伯母） ２５０口 

(2) 本件売買契約の締結の経緯等 

ア 原告甲は、平成９年１月ころ、Ｅ大学Ｆ科１年生であったが、丁が白血病を宣告され、余

命いくばくもないことが判明したため、大学を中退し、Ａの後継者として働くことになった

（乙１、２）。 

イ 丁は、自らが生きている間にＡへの出資口を可能な限り原告甲に取得させようと考え、原

告乙に対し、その保有する出資口数を原告甲に売却するように頼んだ（乙１、２）。 

ウ 原告乙は、丁の上記依頼に応じ、平成９年２月２１日、原告甲に対し、当時保有していた
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出資口数１１２５口（以下「本件出資口」という。）を、１口当たり１万５０００円、総額

１６８７万５０００円で売却した（以下「本件売買契約」という。）。 

エ 原告乙は、平成９年分の所得税について、株式等譲渡所得の金額が１５７１万４６００円

（収入金額１６８７万５０００円、必要経費１１６万０４００円）であるとする確定申告書

を、法定申告期限前の平成１０年３月１２日に処分行政庁に提出した（乙１、２、以下「本

件申告」という。）。 

オ 丁は、平成１２年２月６日に死亡し、原告甲は、同月９日、Ａの代表取締役に就任した（乙

１、２）。 

(3) 税務調査における指摘及びそれに伴う本件売買契約の解消等 

ア 原告らは、平成１３年８月２８日ころから、高松税務署特別国税調査官の税務調査を受け、

原告甲は、同年９月１２日、同国税調査官から、本件出資口は、１口当たり１０万２５９０

円と評価すべきであり、本件売買契約における売買金額は適正な時価と比べて著しく低い価

額であることから、相続税法７条（贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合）の規定

により、売買金額と適正な時価との差額について贈与税の申告が必要である旨指摘された。 

 なお、財産評価基本通達（昭和３９年４月２５日付け直資５６ほか国税庁長官通達、平成

１０年５月１２日付け課評２－３ほかによる改正前のもの。以下「評価通達」という。）に

よると、本件売買契約当時の本件出資口の１口当たりの価額は、類似業種比準価額方式ある

いは純資産価額方式に基づいて評価すべきとされていたところ、前者の方式で評価すると１

２万７２６８円、後者の方式で評価すると１０万２５９０円であった。（乙１、２） 

イ 原告らは、平成１３年１０月２１日、確認書と題する書面（乙１０）を作成した。 

 上記書面には、①本件売買契約において、本件出資口を１口当たり１万５０００円と計算

したが、この金額については、評価を実際の評価額の７分の１にしたという重大な要素の錯

誤があったので、この事実を確認の上、同契約は無効であることを確認し、②速やかにＡの

出資者名簿を原告乙に戻す手続をするとともに、原告乙は、原告甲に対し、売買代金１６８

７万５０００円を返還する旨記載されていた。（乙１０） 

ウ 平成１３年１０月２３日、Ａの臨時社員総会において、定款６条の社員の氏名及び出資口

数について、原告甲の出資口２０００口のうち、１１２５口を原告乙に変更し、原告甲８７

５口、原告乙１１２５口と変更することが議決された（乙１１）。 

エ 原告乙は、平成１３年１１月１日、原告甲に対し、１６８７万５０００円を原告甲名義の

銀行口座に振り込んで返還した（乙１２）。 

オ 原告甲は、本件売買契約の解消に伴い、本件出資口の配当金として受領していた金員相当

額を原告乙に返還した（乙１３の１及び２）。 

カ 原告乙は、平成１３年１２月２１日、処分行政庁に対し、本件売買契約が錯誤により無効

であるなどと主張し、通則法２３条２項３号に基づき平成９年分の所得税の更正の請求をし

た（乙１、２）。 

キ 処分行政庁は、平成１４年２月１５日付けで、上記更正の請求に対して、更正をすべき理

由がない旨の通知処分をし、また、原告甲に対し、同日付で、本件売買契約により取得した

財産の価額の合計額を９８５３万８７５０円（純資産価額方式による本件出資口の評価額と

本件売買契約における売買代金額との差額）、納付すべき税額を５７７５万９７００円とす

る平成９年分の贈与税決定処分及びこれに係る無申告加算税の額を８６６万２５００円と
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する賦課決定処分（以下、原告甲に対するこれらの決定処分を併せて「前回決定処分」とい

う。）をした（乙１、２）。 

ク 原告らは、平成１５年９月２０日、当庁に対し、前回決定処分の取消しと上記平成１４年

２月１５日付けの原告乙に対する更正をすべき理由がない旨の通知処分の一部取消しを求

める訴えを提起した。 

 この訴訟において、原告らは、本件売買契約当時、本件出資口の売買代金額がその実際の

価値に見合った適正な金額であり、原告甲が贈与税を課されることはないと認識して同契約

を締結したものであるから、同契約は錯誤により無効であるなどと主張していた。 

 当庁は、平成１７年２月１５日、要素の錯誤があったことは認めつつも、誤信について重

大な過失があるため本件売買契約は無効とはならない旨判示し、原告らの請求を棄却する旨

の判決を言い渡した（以下「前回地裁判決」という。）。（乙１） 

ケ 原告らは、前回地裁判決を不服として控訴し、控訴審において、通則法２３条２項１号に

定める事由が生じた旨の主張を追加した。 

 高松高等裁判所は、平成１８年２月２３日、本件売買契約は要素の錯誤により無効である

と解されるが、原告らは、同契約の錯誤無効を処分行政庁に主張できないなどとして、控訴

棄却の判決を言い渡した（以下「前回高裁判決」という。）。（乙２） 

コ 原告らは、前回高裁判決を不服として上告したが、最高裁判所は、平成１８年１０月６日、

原告らの上告を棄却した（乙３）。 

(4) 本件売買契約の無効確認訴訟 

ア 原告甲は、平成１８年１２月２日、原告乙を被告として、本件売買契約の無効確認を求め

る訴訟を提訴した（当庁●●年（○○）第●●号、以下「本件確認訴訟」という。）。 

イ 本件確認訴訟において、原告甲は、本件出資口の適正な評価額は１口当たり１０万２５９

０円であるのに、これを１万５０００円と誤ったこと、贈与税は課せられないと認識してい

たのに、５７７５万９７００円もの贈与税が発生したことなどが本件売買契約の錯誤に当た

ると主張し、同訴訟の被告である原告乙は、原告の請求を棄却する旨求めたものの、請求の

原因をすべて認めた（乙１４、１５）。 

ウ このため、平成１９年５月２３日、原告甲の請求は理由があるとして、本件売買契約が無

効であることを確認する判決が言い渡され、同判決は確定した（甲１、以下「本件確認判決」

という。）。 

(5) 本件各処分等 

ア 原告甲は、本件確認判決が確定したことは通則法２３条２項１号に定める事由に当たると

して、平成１９年７月２０日、処分行政庁に対し、平成９年分の贈与税について、取得した

財産の価額を零円にすべき旨の更正の請求をした（甲２の１）。 

 また、原告乙も、同日、同様の理由で、処分行政庁に対し、平成９年分の所得税について、

株式等譲渡取得の金額を零円にすべき旨の更正の請求をした（甲２の２）。（以下、これらの

請求を併せて「本件各更正請求」という。） 

イ 処分行政庁は、平成１９年９月２０日、本件各更正請求は、通則法２３条２項１号の規定

に該当するものではないとして、更正をすべき理由がない旨の通知処分をした（甲３の１及

び２、以下、これらの通知処分を併せて「本件各処分」という。）。 

ウ 原告らは、平成１９年１０月２６日、本件各処分に不服があるとして異議申立てをしたが、
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異議審理庁は、同年１２月２０日、いずれも棄却の決定をした。そこで、原告らは、平成２

０年１月２２日、国税不服審判所長にそれぞれ審査請求をしたが、同所長は、同年８月４日

付けで、これらの審査請求を棄却する旨の裁決をした。（甲４及び５の各１及び２） 

３ 争点及び当事者の主張 

(1) 本件各処分の違法性 

（原告らの主張） 

ア 通則法２３条２項１号は、申告、更正等に係る課税標準等又は税額等の計算の基礎となっ

た事実に関する訴えについての判決により、その事実が当該計算の基礎としたところと異な

ることが確定した場合、減額更正の請求ができる旨規定する。本件申告及び前回決定処分は、

本件売買契約が有効に成立していることを前提としてされたものであるところ、同契約は本

件確認判決によって無効であることが確認されたものであるから、これは、通則法２３条２

項１号に規定する事由に当たる。 

 また、通則法２３条２項１号に規定する「判決」というためには、通則法２３条１項所定

の期間内（法定申告期限から１年以内）に更正の請求ができなかったことについてやむを得

ない理由があり、かつ、課税回避などの不当目的のないこと（判決の客観性・合理性）が認

められることが必要であるところ、原告らが本件出資口の売却価額が低すぎることを知った

時点では、既に法定申告期限は経過していたから同期限までに減額更正の請求をすることは

客観的に不可能であったし、前回高裁判決において、原告らが錯誤に陥ったことに重大な過

失がないと判示されたことからすれば、通則法２３条１項所定の期間内に更正の請求をしな

かったことについてやむを得ない理由があったといえる。また、前回高裁判決に係る訴訟（そ

の原審も含む。）において、被告は、原告らの錯誤無効の主張を課税回避目的で濫用である

と争ったが、同訴訟において実質的な審理がされた上で、錯誤無効の主張が認められたもの

であり、このような経緯から、被告は本件確認訴訟に参加しなかったのであるから、本件確

認判決の客観性、合理性は極めて高いものである。このように、本件確認判決は、通則法２

３条２項１号に定める「判決」に当たる。 

 したがって、本件各更正請求に対し、更正をすべき理由がないとした本件各処分は、違法

なものとして取り消されるべきである。 

イ 被告は、課税庁に対して課税負担を原因とする錯誤無効を法定申告期限後に主張すること

ができない以上、通則法２３条２項１号は適用の余地がないと主張するが、同号は、当初の

計算の基礎となった事実と異なる事実を認定する判決がされたこと自体を後発的事由とし

ているのであって、判決の基礎となるべき事実が内心の事情によるものか、いつ主張された

ものかなどは一切問題とならないはずである。なお、最高裁平成１５年４月２５日第二小法

廷判決（裁判所時報１３８８号１４７頁）や最高裁平成元年９月１４日第一小法廷判決（最

高裁裁判集民事１５７号５５５頁）によれば、法定申告期限後の錯誤無効の主張や課税負担

についての錯誤無効の主張が許されることは明らかである。 

（被告の主張） 

ア 経済的取引に係る法律行為を行った後、当該法律行為時に予想していなかった納税義務、

あるいは予想していたよりも重い税負担が生じることが判明したとしても、法定申告期限経

過後に、この課税負担の錯誤を理由に当該法律行為の無効を課税庁に対して主張することは

できないと解すべきである。何故ならば、かかる場合に、無制限に契約の無効や契約の解除
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を認めると、納税者間の課税の公平や租税法律関係の安定の要請に反し、当該法律行為が有

効であることを前提に申告がされたとの課税庁の合理的な期待、信頼を裏切り、租税法上の

信義則ないし禁反言の法理に反するからである。 

 原告らは、平成９年分の贈与税及び所得税の法定申告期限後に課税負担の錯誤を理由とす

る本件売買契約の無効を主張しているところ、上記のとおり、かかる事由は通則法２３条２

項１号に該当するものとは解されないから、本件各処分は適法である。 

イ 本件確認判決は、以下のとおり、通則法２３条２項１号に定める「判決」に当たらないか

ら、更正をすべき理由がないとした本件各処分は適法である。 

(ア) 通則法２３条２項の趣旨からすれば、同項１号に定める「判決」といい得るためには、

当事者間に権利関係についての争いがなければならないと解されるが、本件確認訴訟の経

緯をみると、原告らの間において、実質的には争いがなかったことは明らかである。 

(イ) また、本件においては、本件確認判決以前に、本件売買契約が無効であることを踏ま

えて権利関係の回復が既に図られているから、本件確認判決の結果は、原告らの権利関係

に何ら影響を及ぼしておらず、課税標準等又は税額等の計算の基礎となった事実に変動が

生じたとはいえない。 

(ウ) 課税後に課税標準等又は税額等の計算の基礎となる事実について判決がされた場合

であっても、当事者が専ら納税を免れる目的で、判決を取得した場合など、その判決が実

質において客観的、合理的根拠を欠くものであるときは、通則法２３条２項１号に定める

「判決」には当たらないと解すべきである。 

 本件確認訴訟においては、通常予想される攻撃・防御の手段が尽くされておらず、減額

更正の請求を行い、原告らに課された贈与税及び所得税の負担を免れさせるための確定判

決を得る目的で提起されたものであることは明らかであるから、本件確認判決は、その実

質において客観的、合理的根拠を欠くものというべきである。 

(2) 義務付け訴訟の適法性 

（原告の主張） 

 本件各処分は、いずれも取り消されるべきものであるから、原告甲の平成９年分の贈与税に

ついて取得した財産の価額を零円にすべき旨の更正処分及び原告乙の平成９年分の所得税に

ついて株式等譲渡所得の金額を零円にすべき旨の更正処分の義務付けを求める訴えはいずれ

も適法である。 

（被告の主張） 

 申請型の義務付けの訴えは、「当該法令に基づく申請又は審査請求を却下し又は棄却する旨

の処分又は裁決がされた場合において、当該処分又は裁決が取り消されるべきものであり、又

は無効若しくは不存在である」ときに限り、提起することができる（行政事件訴訟法３７条の

３第１項２号）。この場合、当該処分又は裁決に係る取消訴訟又は無効等確認の訴えが認容さ

れることが、義務付けの訴えの適法要件である。 

 本件各処分は、いずれも取り消されるべきものではないから、原告甲の平成９年分の贈与税

について取得した財産の価額を零円にすべき旨の更正処分及び原告乙の平成９年分の所得税

について株式等譲渡所得の金額を零円にすべき旨の更正処分の義務付けを求める訴えは、いず

れも取消請求の認容という訴訟要件を欠く不適法なものであり、却下されるべきである。 

第３ 当裁判所の判断 
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１ 争点(1)について 

(1) 通則法２３条１項は、納税申告書を提出した者は、当該申告に係る課税標準等又は税額等

の計算が国税に関する法律の規定に従っていなかったこと又は当該計算に誤りがあったこと

により、納付すべき税額が過大である場合などには、当該申告に係る法定申告期限から１年以

内に限り、減額更正の請求ができる旨規定する。 

 そして、通則法２３条２項は、納税申告書の提出をした者又は通則法２５条による決定を受

けた者は、通則法２３条２項各号所定の事由が生じた場合には、同条１項が定める更正請求が

できる期間の経過後であっても、当該事由が生じた後一定期間、更正の請求ができる旨規定し

ているところ、これは、納税申告時には予想し得なかった事態その他やむを得ない事由が後発

的に生じたことによって、課税標準等又は税額等の計算の基礎に変更をきたし、遡って税額を

減額すべき場合、納税者側からも更正を請求し得ることとして、納税者の救済の途を拡充した

ものである。 

 このような通則法２３条２項の趣旨に鑑みれば、同項１号に定める「判決」とは、納税申告

時には予想し得なかった事由その他やむを得ない事由に基づき課税標準等又は税額等の基礎

となった事実を変更するものをいうと解すべきである。 

(2) これを本件についてみると、前提事実によれば、本件確認判決は、前回決定処分に係る課

税標準等及び本件申告に係る課税標準等の計算の基礎となった本件売買契約の締結及びそれ

に伴う財産の移転という事実が、当該計算の基礎としたところと異なることを確定するもので

あって、形式的には、通則法２３条２項１号に定める「判決」に当たるようにも思われる。 

 しかしながら、本件確認判決は、原告甲につき、本件売買契約によって贈与税が生じるにも

かかわらず、これを認識していなかったという課税負担の錯誤があることを理由に同契約が無

効であると判示しているものと解される（甲１）。そして、課税標準及び税額に関する事情に

最も精通する納税者自身の申告に基づき租税法律関係を効率的かつ合理的に確定するという

申告納税制度の下では、納税義務の有無及び納税額等については、納税者自身が、自己の責任

において、法定申告期間内に十分に検討した上で正確な申告をすることが期待されるところ、

証拠（甲１、乙１、２、弁論の全趣旨）によれば、原告らは、本件売買契約によって、原告甲

に贈与税が生じるか否かについて関心をもっていたにもかかわらず、本件出資口の適正な評価

を誤り、契約を締結しても贈与税が生じないと軽信し、原告甲においてはその申告をしなかっ

たものであって、これを十分に検討し、あるいは、税理士などの専門家に相談していれば、評

価通達に従った本件出資口の適正価額が幾らで、原告甲に贈与税が生ずるか否かにつき、比較

的容易に認識できたと認められる。 

 本件において、原告らは、法定申告期限経過後にされた課税庁の税務調査の際の指摘を受け

て錯誤に陥っていたことを認識し、その納税申告の内容を翻して本件各更正請求に及んでいる

ところ、このような課税負担の錯誤及びそれに基づく減額更正の請求を認めた場合には、租税

法律関係を不安定にし、納税者が税額等についての十分な調査をした上で適正な申告を行うこ

とによって組税法律関係を効率的かつ合理的に確定するという申告納税制度の趣旨を没却す

ることになりかねない。 

 これらの諸事情に照らして考えると、本件確認判決は、納税申告時には予想し得なかった事

由その他やむを得ない事由に基づき課税標準等又は税額等の基礎となった事実を変更するも

のということはできず、通則法２３条２項１号に定める「判決」に当たらないものというべき
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である。 

 したがって、本件各更正請求は、通則法２３条２項に定める要件を満たさないものであって、

同請求につき、更正をすべき理由がないとした本件各処分は適法なものというべきである。 

 なお、原告らの指摘に係る最高裁平成１５年４月２５日第二小法廷判決は、通謀虚偽表示を

理由に遺産分割協議を無効とした判決に関するものであり、課税負担に基づく錯誤を理由に本

件売買契約を無効とした本件とは事案が異なるし、最高裁平成元年９月１４日第一小法廷判決

も、法定申告期限前に錯誤に陥っていたことに気づき、自ら国税局の税務相談に赴いた上で、

提訴に至ったもので、やはり、本件とは事案を異にするものであって、原告ら主張の根拠にな

るものとは解されない。 

２ 争点(2)について 

 上記判示のとおり、本件各処分は適法であり、取り消されるべきものではないから、本件訴え

のうち、原告甲の平成９年分の贈与税について取得した財産の価額を零円にすべき旨の更正処分

及び原告乙の平成９年分の所得税について株式等譲渡所得の金額を零円にすべき旨の更正処分

の義務付けを求める訴えは、いずれも行政事件訴訟法３７条の３第１項２号の訴訟要件を欠くも

のとして却下すべきである。 

３ 結論 

 以上のとおりであって、本件訴えのうち、更正処分の義務付けを求める訴えは、いずれも訴訟

要件を欠くからこれを却下し、その余の訴えに係る原告らの請求は、いずれも理由がないからこ

れを棄却するものとし、訴訟費用について民事訴訟法６１条、６５条１項本文を適用して、主文

のとおり判決する。 
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